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1.電子契約の対象となる契約

 町が相手方と締結する全ての契約とします。
（例）建設工事、建設コンサルタント業務委託等、物品および業務委託等
 なお、受注者が紙での契約または電子契約を選択できます。

※法令等で書面での締結・交付が必要とされている場合など、従前通り書面に  
よる契約となることがあります。

※対象となる案件は、発注時に個別にご案内いたします。



2.契約締結の流れ





電子契約の利用にあたって

 電子契約を利用して契約を締結する際には「電子契約利用申出書」を提出し
ていただく必要があります。
「電子契約利用申出書」へ記載内容
①電子契約利用の同意
②契約締結権限者名及び契約担当者の氏名
③利用するメールアドレス
※電子契約締結権限者は、各事業者の定めに従いご判断ください。
※本町ホームページに申出書様式等を掲載しております。





3.契約書等の改正点
１ 契約書等の最後に以下の条項を追加する。

（契約の効力） 

第〇条 この契約を電子契約にて締結する場合には、電子署名の措置を行った
日にかかわらず、この契約書に定める年月日より効力を有するものとする。

2 従来の紙契約と電子契約によっての文言の選択が必要。

 【紙契約】
 この契約を証するため、本書を2通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自そ
れぞれ1通を保有するものとする。

 【電子契約】
 本契約の証として本書の電磁的記録を作成し、甲乙両者が合意の後電子署名
を施し、各自その電磁的記録を保管する。



工事・委託契約書等の改正点について

1 従来の紙契約と電子契約によっての文言の選択が必要。

 【紙契約】
 この契約の証として本契約書を２通作成し，発注者及び受注者が記名押印の
上，各自１通を保持する。（注2）

 【電子契約】
 この契約の証として本契約書の電磁的記録を作成し，発注者及び受注者が合
意の後署名を施し，各自その電磁的記録を保管する。（注3）

(注2)の部分は，契約書について紙をもって作成する場合に記載する。
(注3)の部分は，契約書について電磁的記録をもって作成する場合に記載する。



4.瀬戸内町からのお願い

 電子契約を利用することにより、本町だけでなく契約相手方となる事業者様
の双方にとってメリットがあり、利便性向上に大きく貢献できるものと期待し
ております。
■電子契約のメリット
◇事務作業の短縮、業務効率化（印刷・製本・押印省略）
◇印紙不要、持参や郵送コストの削減
◇データ保管により書類紛失等のリスク回避

※積極的な活用につきまして、ご検討いただきますようお願いいたします。


